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教育支援体制整備事業費補助金（切れ目ない支援体制整備充実事業）交付要綱 

 

平成２８年 ４ 月 １ 日文部科学大臣裁定 

平成２９年 ４ 月 １ 日一 部 改 正 

平成２９年 ５ 月２３日一 部 改 正 

平成３０年 ４ 月１３日一 部 改 正 

２０１９年 ３ 月１５日一 部 改 正 

令和 ２ 年 ２ 月２６日一 部 改 正 

令和 ２ 年 ８ 月２７日一 部 改 正 

令和 ２ 年１２月２４日一 部 改 正 

令和 ３ 年 ３ 月２３日一 部 改 正 

令和 ４ 年 ２ 月２５日一 部 改 正 

 令和 ４ 年 ４ 月 １ 日一 部 改 正 

 

 

（通則） 

第１条 教育支援体制整備事業費補助金（切れ目ない支援体制整備充実事業）（以下「補助金」

という。）の取扱いについては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30

年法律第 179 号。以下「適正化法」という。）及び同法施行令（昭和 30 年政令第 255 号。

以下「適正化法施行令」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

第２条 補助金は、特別な支援を必要とする子供への就学前から学齢期、社会参加までの切

れ目ない支援体制を整備するとともに、医療的ケア看護職員や外部専門家を配置すること

により、特別支援教育の推進を図るため、次に掲げる事業（以下「補助事業」という。）を

実施することを目的とする。 

（１）特別な支援を必要とする子供への就学前から学齢期、社会参加までの切れ目ない支援

体制整備事業 

（２）医療的ケア看護職員配置事業 

（３）外部専門家配置事業 

 

（交付の対象） 

第３条 文部科学大臣（以下「大臣」という。）は、切れ目ない支援体制整備充実事業を都道

府県、市町村（特別区、教育に関する一部事務組合及び広域連合を含む。以下同じ。）、学校

法人（以下「補助事業者」という。）が実施するために必要な経費のうち、補助金交付の対

象として大臣が別に認める経費（以下「補助対象経費」という。）について、予算の範囲内

で補助金を交付する。 

２ 補助事業に係る補助対象経費及び補助金の額は別記に定めるところによる。 

 

（交付の申請） 

第４条 補助金の交付を申請しようとするときは、別に通知する期日までに、大臣に対し、

交付申請書（様式第１）を提出しなければならない。 

２ 補助金の交付の申請をしようとする者が学校法人であるときは、前項に規定する補助金

の交付の申請をするに当たって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除

税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和 63年

法律第 108 号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該

金額に地方税法（昭和 25年法律第 226号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金

額の合計額に補助対象経費に占める補助金の割合を乗じて得た金額をいう。以下「消費税

等仕入控除税額」という。）に相当する額を減額して申請しなければならない。ただし、補
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助金の交付の申請時において当該消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては、

この限りでない。 

３ 第１項の補助金の交付を受けようとする者のうち市町村においては、都道府県教育委員

会に対し、交付申請書を送付するものとし、都道府県教育委員会は、受領した日から起算

して 30日以内に交付申請一覧（様式第２）を添えて大臣に送付するものとする。 

 

（交付の決定及び通知） 

第５条 大臣は、前条第１項の規定により交付申請書の提出があったときは、その内容を審

査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、交付の申請をした者に対し、速やかにそ

の決定の内容及びこれに条件を付した場合にはその条件を交付決定通知書（様式第３）に

より通知するものとする。 

２ 大臣は、前項の交付の決定を行うに当たっては、前条第２項本文の規定により補助金に

係る消費税等仕入控除税額に相当する額を減額して補助金の交付の申請がなされたものに

ついては、当該消費税等仕入控除税額に相当する額を減額して交付の決定を行うものとす

る。 

３ 大臣は、第１項の交付の申請をした者が市町村の場合においては、交付の決定の内容及

びこれに条件を付した場合はその条件を都道府県教育委員会に対し、交付決定一覧（様式

第４）により送付するものとする。 

４ 都道府県教育委員会は、前項の規定による交付決定一覧を受領したときは、当該市町村

に対し、速やかに交付決定通知書（様式第３の２）により通知するものとする。 

５ 大臣は、補助金の交付を決定する場合において、必要な条件を付すことができるものと

する。 

６ 交付の決定を行うまでに通常要すべき標準的な期間は、交付申請書が文部科学省に到着

してから 30日とする。 

 

（申請の取下げ） 

第６条 前条の通知を受けた者は、交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服がある

ときは、申請の取下げをすることができる。 

２ 前項の規定により取下げをしようとするときは、大臣が別に定める期日までに交付申請取

下げ書を大臣に提出しなければならない。 

３ 前項の場合において、前条の通知を受けた者が市町村であるときは、前項に規定する交

付申請取下げ書を都道府県教育委員会に送付するものとし、都道府県教育委員会は受領し

た交付申請取下げ書を大臣に送付するものとする。 

 

（経費の効率的使用等） 

第７条 補助金の交付決定を受けた補助事業者は、補助事業を遂行するために契約を締結し、

また支払を行う場合には、国の契約及び支払に関する規定の趣旨に従い、公正かつ最小の

費用で最大の効果をあげ得るよう経費を効率的に使用しなければならない。 

 

（計画変更の承認） 

第８条 補助事業者は、交付の決定の内容を変更しようとする場合には、あらかじめ変更承

認申請書（様式第５）を大臣に提出し、その承認を得なければならない。ただし、補助目的

を変えないで、補助事業ごとに配分された補助金額に影響を及ぼさない軽微な変更の場合

はこの限りではない。 

２ 前項の補助事業者のうち市町村においては、都道府県教育委員会に対し、変更承認申請

書を送付するものとし、都道府県教育委員会は、受領した日から起算して 30日以内に変更

承認申請一覧（様式第６）を添えて大臣に送付するものとする。 

３ 大臣は、第１項の規定により変更承認申請書の提出があったときは、その内容を審査し、

計画変更を承認すべきと認めたときは、当該補助事業者に対し、速やかにその計画変更の
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承認を変更交付決定通知書（様式第７）により通知するものとする。 

４ 大臣は、前項の補助事業者が市町村の場合においては、都道府県教育委員会に対し、そ

の計画変更の承認を変更交付決定一覧（様式第８）により送付するものとする。 

５ 都道府県教育委員会は、前項の規定による変更交付決定一覧を受領したときは、当該市

町村に対し、速やかに計画変更の承認を変更交付決定通知書（様式第７の２）により通知

するものとする。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第９条 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、中止（廃止）承認申

請書（様式第９）を大臣に提出し、その承認を得なければならない。 

２ 前項の補助事業者が市町村の場合においては、中止（廃止）承認申請書を都道府県教育

委員会に送付するものとし、都道府県教育委員会は受領した申請書を大臣に送付するもの

とする。 

 

（事業遅延の届出） 

第１０条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる

場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに事業遅延届（様式第 10）

を大臣に提出し、その指示を受けなければならない。 

２ 前項の補助事業者が市町村の場合においては、事業遅延届を都道府県教育委員会に送付

するものとし、都道府県教育委員会は受領した届を大臣に送付するものとする。 

 

（状況報告及び調査） 

第１１条 大臣は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し、状況報告書（様式第 11）

により補助事業の状況に関する報告の提出を求め、その状況を調査することができる。 

２ 前項の補助事業者が市町村の場合においては、状況報告書を都道府県教育委員会に送付

するものとし、都道府県教育委員会は受領した報告書を大臣に送付するものとする。 

 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（第９条の規定による廃止の承認を受け

たときを含む。）は、その日から１か月を経過した日又は補助金の交付の決定をした会計年

度の翌会計年度の４月 10日のいずれか早い日までに、実績報告書（様式第 12）を大臣に提

出しなければならない。 

２ 前項の補助事業者が市町村の場合においては、都道府県教育委員会に実績報告書（様式

第 12の２）を提出するものとする。 

３ 補助事業者が学校法人であるときは、第１項に規定する実績報告書を提出するに当たり、

補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税等仕入控除税額に相

当する額を減額して実績報告書を大臣に提出しなければならない。 

４ 第１項の場合において、実績報告書の提出期限について、第 10条の規定により別段の指

示等を受けたときは、その期限によることができる。 

 

（補助金の額の確定） 

第１３条 大臣は、前条の規定による報告を受けた場合において、実績報告書、その他の書

類の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助

金の交付の決定の内容（第８条の規定に基づく承認をした場合は、その承認した内容）及

びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、額の確

定通知書（様式第 13）により補助事業者に通知するものとする。 

２ 前項の補助事業者が市町村の場合においては、都道府県教育委員会が交付すべき補助金

の額を確定し、額の確定通知書（様式第 13の２）により当該市町村に通知し、その結果を

額の確定に関する報告書（様式第 14）に当該市町村から提出された実績報告書の写しを添
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えて、大臣に報告するものとする。 

３ 大臣は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超

える補助金が交付されているときは、返還命令書（様式第 15）により、その超える部分の

補助金の返還を命ずるものとする。 

４ 前項の補助事業者が市町村の場合においては、都道府県教育委員会が返還命令書（様式

第 15の２）により、その超える部分の補助金の返還を命ずるものとする。 

５ 第３項及び第４項の規定による補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から 20日と

し、期限内に納付がない場合には、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じ

て年利 10.95％の割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１３条の２ 補助事業者のうち学校法人は、補助金の交付の申請時において補助金に係る

消費税等仕入控除税額が明らかでないものであって、補助事業完了後に消費税及び地方消

費税の申告により当該消費税等仕入控除税額が確定した場合には、速やかに消費税等仕入

控除税額確定報告書（様式第 16）を大臣に提出しなければならない。 

２ 大臣は、前項の報告書の提出があった場合には、当該消費税等仕入控除税額に相当する

額の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

 

（補助金の支払） 

第１４条 補助金の支払は、原則として第 13条第１項及び第２項の規定により交付すべき補

助金の額を確定した後に行うものとする。ただし、必要があると認められる場合は、会計

法（昭和 22 年法律第 35 号）第 22 条及び予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）

第 58条第４号に基づく財務大臣との協議が調った際には、補助金の全部又は一部について

概算払することができる。 

２ 補助事業者のうち学校法人は、前項により補助金の支払を受けようとするときは補助金 

支払請求書を官署支出官文部科学省大臣官房会計課長に提出しなければならない。また、

学校法人以外の補助事業者は、前項により補助金の支払を受けようとするときは補助金支

払請求書を官署支出官都道府県会計管理者に提出しなければならない。 

 

（交付決定の取消し等） 

第１５条 大臣は、第９条に規定する補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及び次の

各号に掲げる場合には、第５条の交付の決定の全部若しくは一部を取消し又は変更するこ

とができる。 

（１）補助事業者が、適正化法、適正化法施行令、その他の法令若しくは本要綱に基づく大

臣の処分若しくは指示に違反した場合  

（２）補助事業者が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 

（３）補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢、虚偽、その他不適当な行為をした場合 

（４）交付の決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必要が

なくなった場合 

２ 大臣は、前項の規定により取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対

する補助金が交付されているときは、補助事業者に対し、期限を付して交付した補助金の

全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

３ 大臣は、第１項第１号から第３号までの理由により前項の返還を命ずる場合には、その

命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの期間に応じて、年利 10.95％の割合で計

算した加算金の納付を併せて命ずるものとする。 

４ 第２項に基づく補助金の返還については、第 13条第５項の規定を準用する。 

 

（財産の管理等） 

第１６条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財
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産」という。）については補助事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理す

るとともに、補助金交付の目的に従って、その効率的な運用を図らなければならない。 

２ 補助事業者が取得財産を処分することにより収入があり、又はあると見込まれるときは、

大臣はその収入の全部または一部を国に納付させることができる。 

 

（財産処分の制限） 

第１７条 適正化法施行令第 13条第４号の規定により、大臣が定める財産は、取得価格又は

効用の増加価格が１個又は１組 50万円以上の財産とする。 

２  適正化法施行令第 14条第１項第２号の規定により、大臣が定める財産の処分を制限する

期間は、補助金交付の目的及び減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40年大蔵省

令第 15号）を勘案して大臣が別に定める期間とする。 

３ 補助事業者は、前項の規定により定められた期間内において、処分を制限された財産を

処分しようとするときは、あらかじめ大臣の承認を受けなければならない。 

４ 前条第２項の規定は、前項の承認をする場合において準用する。 

 

（補助金の経理） 

第１８条 補助事業者は、補助事業について、他の経理と明確に区分し、その収入及び支出

の状況を記載した帳簿によって明らかにしておくとともに、当該帳簿及び収支に関する証

拠書類を補助事業の完了、あるいは中止又は廃止した日の属する会計年度の終了後５年間

保存しておかなければならない。 

 

（補助金調書） 

第１９条 補助事業者が都道府県及び市町村の場合においては、当該補助事業に係る歳入及

び歳出の予算書及び決算書における計上科目及び科目別計上金額を明らかにする調書（様

式第 17）を作成しておかなければならない。 

 

（遂行命令等） 

第２０条 適正化法第 13 条による補助事業の遂行及び一時停止の命令、適正化法第 16 条第

１項による補助事業の是正措置命令並びに適正化法第 23 条第１項による立入検査等につ

いては、補助事業者が市町村の場合においては、都道府県教育委員会が行うことができる

ものとする。 

 

（電磁的方法による提出） 

第２１条 申請者あるいは補助事業者又は都道府県教育委員会は、適正化法、適正化法施行

令又は本要綱の規定に基づく申請、届出、報告その他文部科学省又は都道府県教育委員会

に提出するものについては、電磁的方法（適正化法第 26条の３第１項の規定に基づき大臣

が定めるものをいう。）により行うことができる。 

 

（電磁的方法による通知等） 

第２２条 大臣及び都道府県教育委員会は、適正化法、適正化法施行令又は本要綱に規定す

る通知、承認、指示又は命令（以下「通知等」という。）について、都道府県教育委員会又

は補助事業者が書面による通知等を受けることをあらかじめ求めた場合を除き、電磁的方

法により通知等することができる。この場合、大臣は都道府県教育委員会又は補助事業者

に対し、都道府県教育委員会は補助事業者に対し到達確認を行うものとする。 

 

（その他） 

第２３条 前条までに定めるもののほか、補助金の取扱いに関し必要な事項は別に定める。 
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附 則 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 教育支援体制整備事業費補助金（特別支援教育専門家配置事業）交付要綱（平成２５年

５月１５日文部科学大臣裁定。以下「旧要綱」という。）は廃止する。 

３ この要綱の施行の際、旧要綱により現に補助金が交付又は交付決定されている次に掲げ

る事業については、なお従前の例による。 

（１）教育支援体制整備事業費補助金（特別支援教育専門家配置事業） 

附 則（平成２９年４月１日一部改正） 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、施行前に補助金の交付の決定が

行われた事業については、なお、従前の例による。 

附 則（平成２９年５月２３日一部改正） 

 この要綱は、平成２９年５月２３日から施行し、平成２９年４月１日より適用する。 

附 則（平成３０年４月１３日一部改正） 

 この要綱は、平成３０年４月１３日から施行し、平成３０年４月１日より適用する。 

附 則（２０１９年３月５日一部改正） 

 この要綱は、２０１９年４月１日より適用する。 

附 則（令和２年２月２６日一部改正） 

 この要綱は、令和２年４月１日より適用する。 

附 則（令和２年８月２７日一部改正） 

 この要綱は、令和２年８月２７日から施行し、令和２年度事業より適用する。 

附 則（令和２年１２月２４日一部改正） 

 この要綱は、令和２年１２月２４日より適用する。 

附 則（令和３年３月２３日一部改正） 

 この要綱は、令和３年４月１日より適用する。 

附 則（令和４年２月２５日一部改正） 

 この要綱は、令和４年４月１日より適用する。ただし、施行前に補助金の交付の決定が行

われた事業については、なお、従前の例による。 

 



 

 

別記１ 

特別な支援を必要とする子供への就学前から学齢期、社会参加までの 

切れ目ない支援体制整備事業 

 

１．補助事業 

特別な支援を必要とする子供への就学前から学齢期、社会参加までの切れ目ない支援体

制整備事業 

 

２．補助事業者 

都道府県、市町村、学校法人 

ただし、学校法人にあっては、特別支援学校又は特別支援学級を置く小学校、中学校、義

務教育学校、高等学校及び中等教育学校を設置するものに限る。 

 

３．補助対象経費 

（１）医療・保健・福祉・労働等の関係行政機関等との相互連携の下で、卒業後の就労・自

立・社会参加も含めた、広域的な地域支援のための有機的なネットワークを形成する

ために要する経費 

（２）支援地域内の有機的なネットワークを十分機能させるため、「個別の教育支援計画」等

を相互連携して作成・活用するために要する経費 

（３）地域における社会福祉施策や障害者雇用施策と特別支援教育との一層の連携強化に取

り組むため、医療・保健・福祉・労働等の関係機関等との適切な連携に要する経費 

（４）上記の取組を普及啓発する際に要する経費 

 

４．補助金額 

  ・補助対象経費の１／３以内とする。 

  ・算出された総額（補助事業者単位）に千円未満の端数が生じた場合には、これを切り

捨てるものとする。 

 

５．補助対象経費の範囲 

  ・有機的なネットワークの形成や個別の教育支援計画の作成・活用に係るシステムの開

発や運用に要する経費の支出も差し支えないものとする。 

・有機的なネットワークが形成されるまでの間、必要に応じて、医療・保健・福祉・労働

等の関係機関等との適切な連携を支援する次に掲げるコーディネーターを配置するこ

とができるものとする。 

 〇早期支援コーディネーター 

（主な役割）就学に関する関係行政機関等との連絡・調整、就学に関する必要な情報 

の収集・提供、就学に関する教育相談など 

〇就労支援コーディネーター 

（主な役割）就労に関する関係行政機関等（障害者就業・生活支援センター、ハロー

ワーク、地域障害者職業センターなど）との連絡・調整、就労に関する必

要な情報の収集・提供、就労に関する相談、職場体験先の開拓・巡回指

導、就労先の開拓、卒業後のフォローなど 

   〇発達障害支援コーディネーター 

    （主な役割）発達障害に関する関係行政機関等（児童発達支援センターなど）との 

連絡・調整、発達障害に関する必要な情報の収集・提供、発達障害に関す 

る教育相談、アセスメントの実施、指導方法改善のための助言など 

   〇合理的配慮コーディネーター 

    （主な役割）合理的配慮に関する関係行政機関等との連絡・調整、合理的配慮に関 



 

 

する必要な情報の収集・提供、合理的配慮に関する教育相談、障害者差 

別解消法の理解促進など 

〇学校・病院連携コーディネーター 

    （主な役割）入院児童生徒等に対する教育機会の確保や復学支援に関する関係機関 

（病院など）との連絡・調整、教職員に対する指導・助言、本人・保護者 

からの教育相談など 

  ・他の自治体や学校法人等に本補助事業で実施した内容を積極的に周知すること。 

 

６. 補助対象経費の費目 

特別な支援を必要とする子供への就学前から学齢期、社会参加までの切れ目ない支援体

制整備に要する経費（諸謝金、旅費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、借料及び損料、

会議費、人件費、雑役務費等）で大臣が認める経費 

 

７．その他 

  ・業務の全てを直接執行することが困難な場合、その一部を第三者に委託することがで

きる。ただし、第三者に委託する場合にあってもその業務遂行に係る責は補助事業者

に帰するものとする。 

  ・当該補助事業は都道府県、市町村における切れ目ない支援体制の整備を促すことを目

的としていることから、補助する期間は事業の着手から３年を限りとする。 

・当該補助事業を実施する場合においては、教育支援体制整備事業費補助金（切れ目な

い支援体制整備充実事業）交付要綱（以下「交付要綱」という。）第４条に定める交付

申請書に、当該補助事業の目的及び内容、補助事業に要する経費等を記載した事業実

施計画書（別記１様式第１）を添付すること。 

・当該補助事業が完了等した場合においては、交付要綱第１２条に定める実績報告書に、

当該補助事業の成果等を記載した事業実施報告書（別記１様式２）を添付すること。 

 

 

 



 

 

別記２ 

医療的ケア看護職員配置事業 

 

１．補助事業 

医療的ケア看護職員配置事業 

 

２．補助事業者 

都道府県、市町村、学校法人 

 

３．補助対象学校種 

  補助対象者が設置する幼稚園型認定こども園、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、

高等学校、中等教育学校、特別支援学校 

  ※幼稚園型認定こども園については、厚生労働省「医療的ケア児保育支援事業」の対象

となる園を除く。 

 

４．補助対象経費 

学校における医療的ケアの環境整備の充実を図るため、医療的ケアを行うために、教員

（保健師・助産師・看護師・准看護師の免許を有する者を除く。）とは別に配置する、医

療的ケア看護職員、介護福祉士、社会福祉士及び介護福祉士法（第２条第２項）に規定す

る喀痰吸引等を行う認定特定行為業務従事者（以下「介護福祉士等」という。）の配置に

係る経費 

  ※学校において医療的ケアを行う者が学校において医療的ケア以外の業務に従事してい

る場合、医療的ケアの業務に係る経費のみを計上すること。 

 

５．補助金額 

  ・補助対象経費の１／３以内とする。 

  ・算出された総額（補助事業者単位）に千円未満の端数が生じた場合には、これを切り

捨てるものとする。 

 

６．補助対象経費の範囲 

（１）補助対象となる医療的ケア看護職員及び介護福祉士等の種類 

学校における医療的ケアの環境整備の充実を図るために配置する保健師、助産師、看

護師、准看護師及び教員とは別に配置する介護福祉士、認定特定行為業務従事者 

※学校において医療的ケアを行う者が学校において医療的ケア以外の業務に従事して

いる場合、医療的ケアの業務に係る経費のみを計上すること。 

（２）医療的ケア看護職員及び介護福祉士等の配置に当たって 

  ・医療的ケアが必要な幼児児童生徒の状態や地域における医療的ケア看護職員及び介護

福祉士等の需給を取り巻く状況などを踏まえ、例えば、複数校を巡回させるなど、適

切な配置方法を検討すること。 

  ・校内での医療的ケアの実施のほか、校外学習（宿泊学習を含む。）や登下校時における

送迎車両への同乗など校外での対応も差し支えないものとする。 

  ・喀痰吸引等を行わない介護福祉士等は補助の対象外である。 

 

７．補助対象経費の費目 

学校における医療的ケアの環境整備の充実を図るため、たんの吸引や経管栄養等の医療

的ケアを行う医療的ケア看護職員及び介護福祉士等の配置に要する経費（諸謝金、旅費、

消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、借料及び損料、会議費、人件費、雑役務費等）で大臣

が認める経費 

 



 

 

８．その他 

  ・業務を直接執行することが困難な場合、第三者に委託（必要があるとして、あらかじ

め大臣の承認を得て再委託する場合を含む。以下同じ。）することができる。ただし、

第三者に委託する場合にあってもその業務遂行に係る責は補助事業者に帰するものと

する。 

・当該補助事業を実施する場合においては、教育支援体制整備事業費補助金（切れ目な

い支援体制整備充実事業）交付要綱（以下「交付要綱」という。）第４条に定める交付

申請書に、当該補助事業の目的及び内容、補助事業に要する経費等を記載した事業実

施計画書（別記２様式第１）を添付すること。 

・当該補助事業が完了等した場合においては、交付要綱第１２条に定める実績報告書に、

当該補助事業の成果等を記載した事業実施報告書（別記２様式２）を添付すること。 

 

 

 



 

 

別記３ 

外部専門家配置事業 

 

１．補助事業 

外部専門家配置事業 

 

２．補助事業者 

都道府県、市町村、学校法人 

ただし、学校法人にあっては、特別支援学校又は特別支援学級を置く小学校、中学校、

義務教育学校、高等学校及び中等教育学校を設置するものに限る。 

 

３．補助対象経費 

特別支援学校における自立活動の充実を図るため、個別の指導計画の作成や実際の指導

に当たって、障害の状態等に応じて必要となる、専門の医師や理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士などの専門家との連携に係る経費 

 

４．補助金額 

  ・補助対象経費の１／３以内とする。 

・算出された総額（補助事業者単位）に千円未満の端数が生じた場合には、これを切り

捨てるものとする。 

 

５．補助対象経費の範囲 

（１）配置する学校の種類 

   特別支援学校 

ただし、地理的な要因等により特別支援学校のセンター的機能を活用できない小学

校、中学校、義務教育学校、高等学校及び中等教育学校に限り、配置することも差し

支えないものとする。 

（２）補助対象となる外部専門家の種類 

   専門の医師や理学療法士、作業療法士、言語聴覚士など 

（３）外部専門家の配置に当たって 

  ・特別支援学校の設置者においては、地域の小学校及び中学校等を設置する市町村教育

委員会等と連携を図ること。 

 

６．補助対象経費の費目 

   

特別支援教育の充実を図るため、外部専門家の配置に要する経費（諸謝金、旅費、消耗品

費、印刷製本費、通信運搬費、借料及び損料、会議費、人件費、雑役務費等）で大臣が認め

る経費 

 

７．その他 



 

 

  ・業務の全てを直接執行することが困難な場合、その一部を第三者に委託することがで

きる。ただし、第三者に委託する場合にあってもその業務遂行に係る責は補助事業者

に帰するものとする。 

・当該補助事業を実施する場合においては、教育支援体制整備事業費補助金（切れ目な

い支援体制整備充実事業）交付要綱（以下「交付要綱」という。）第４条に定める交付

申請書に、当該補助事業の目的及び内容、補助事業に要する経費等を記載した事業実

施計画書（別記３様式第１）を添付すること。 

・当該補助事業が完了等した場合においては、交付要綱第１２条に定める実績報告書に、

当該補助事業の成果等を記載した事業実施報告書（別記３様式２）を添付すること。 

 

 

 

 

 


